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○小規模企業共済制度の概要 
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 小規模企業の個人事業主とその共同経営者や会社の役員が、廃業・退職後の生活の安定等を図るための資
金として積み立てを行う共済制度。運営主体は、（独）中小企業基盤整備機構。 

 現行制度では、個人事業の廃止、会社等解散など廃業に至る場合について、A共済事由として最も手厚い共
済金を支給。また、B共済事由として老齢給付の仕組みを設けている。 

●加 入 資 格   ： 小規模企業の個人事業者とその共同経営者、会社役員  
●制 度 開 始   ： 昭和４０年１２月（小規模企業共済法に基づく） 
●在 籍 者 数   ： １２４．９万人（平成２６年末） 
●資 産 総 額  ： ８兆６，９５５億円（平成２６年度末） 
●月 額 掛 金  ：１千円～７万円 
●共済金等総支給額 ：  ５，５６４億円（共済金平均支給額：１，０７５万円）（平成２６年度） 

       
 

A共済事由 B共済事由 準共済事由 解約事由 

個人事業者 
 

（共同経営
者を含む） 

○個人事業の廃止 
(親族外に事業譲渡を行っ
た場合を含む） 
○個人事業者が配偶者又
は子に事業を譲渡  

○死亡 

○老齢給付  
（65 歳以上で180か月以上掛
金を納付） 
 

○個人事業者が配偶者又は子
に事業を譲渡  

○法人成りし、その会社の役員
に就任しない場合 

○12月以上の掛金の  滞
納・共済金等の不正受給 
○任意解約 
○法人成りし、その会社の役
員となる場合                

会社等役員 

○会社等の解散 ○老齢給付 
（65 歳以上で180 か月以上掛
金を納付）  

○死亡、疾病、負傷による役員
の退任 

○６５歳以上の役員の退任 

○役員の退任 
 （死亡・疾病・負傷・解散によ
る退任、６５歳以上の退
任を除く。） 

○12月以上の掛金の滞納・
共済金等の不正受給 
○任意解約 
 

地位 
共済事由 

○共済事由の内容（※赤字は、平成２８年４月から適用） 



116

118

120

122

124

126

128

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 
（4～1月） 

在籍人数（万人） 加入脱退人数（万人） 小規模企業共済制度 加入・脱退・在籍人数の推移 

加入人数(左目盛) 脱退人数(左目盛) 在籍人数(右目盛) 

年度（末） 

【参考１】加入・脱退・在籍者数の推移 
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年度(直近) 加入人数 前年比 脱退人数 前年同期比 在籍人数 前年比

25 67,470 4.8% 58,335 -9.5% 1,226,144 0.8%

26 78,565 16.4% 55,868 -4.2% 1,248,841 1.9%

○ 平成21年以降、加入者数と脱退者数が逆転し、在籍人数は増加に転じている。 
○ 加入人数は近年は６～７万人で推移。脱退人数も同水準で推移しているが、平成２６年度は加入が脱退を大きく上回った。 

※２８年１月末の在籍者数は、1,274,304人。 



【参考２】共済契約者の構成（業種別・年齢別） 
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総在籍者（平成２７年３月末時点）の構成 

出典：独立行政法人中小企業基盤整備機構 

○ 共済契約者の業種別構成は、サービス業が３分の１程度を占め、次いで小売業、建設業、製造業の割合が高くなっている。 

○ 年齢別で見ると、「61～70歳」が約30％で、61歳以上で45％を超える。 

30歳以下, 
1.0% 

31～40歳, 
9.5% 

41～50歳, 
20.0% 

51～60歳, 
24.0% 

61～70歳, 
30.1% 

71歳以上, 
15.5% 

※平均年齢：57.7歳 

②年齢別構成比 

建設業 
16.1% 

製造業 
12.4% 

卸売業 
4.7% 

小売業 
17.4% 

不動産業 
9.9% 

運輸通信業 
2.5% 

サービス業 
34.1% 

その他 
3.0% 

①業種別構成比 



○ 平成１５年まで運用利回りが予定利率を下回ったことから累積欠損金が拡大。平成１６年度に予定利率を2.5％ から
1.0％に引き下げたこと、また、運用環境が良好であったことから累積欠損金は平成１８年度まで順調に減少。 

○ 平成１９年度以降は、サブプライム問題やリーマンショック等の影響を受けて、運用環境が大きく変動している。 
○ 平成２６年度に累積欠損金は解消して、683億円の利益剰余金の発生している。 

5 

【参考３】予定利率と運用利回り、当期損益と剰余金・欠損金の推移 
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【参考４】資産運用における基本ポートフォリオ 

○ 中小機構では、小規模企業共済資産の運用にあたって、「小規模企業共済資産運用の基本方針」において、中長期的な
観点から将来にわたり共済契約者に共済金等の支払いを確実に行えるよう「安全かつ効率的な運用」を基本目標に、リター
ン・リスクの特性が異なる複数の資産に分散投資する資産構成の割合を定める「基本ポートフォリオ」を策定し、これに基づき
運用している。 

○ 小規模企業共済資産の約７割は、満期保有目的の国債等の国内債券であり、信託による市場運用は２割弱となってい
る。 
○ 現在の基本ポートフォリオは、平成２１年８月に策定したものであり、毎年、当該ポートフォリオの効率性を検証している。
なお、平成２８年の年明け以降の経済情勢を踏まえ、中小機構において、金融工学、マクロ経済、年金制度等を専門とす
る大学教授やシンクタンク研究員等の外部有識者により構成される「資産運用委員会」の助言を受けつつ、ポートフォリオの
見直しに向けた検討作業を進めている。 

（単位：％） 市場運用（時価資産）１８．３％ （平成２１年８月改訂） 

期待収益率2.09% ； 標準偏差1.69％ 

資産運用 国内債券 
（簿価） 短期資産 融資経理貸

付金 国内株式 国内債券 外国株式 外国債券 生命保険 
資産 合 計 

資産配分 70.2 2.0 6.0 4.8 5.3 4.8 3.4 3.5 100 

許容乖離幅 ±3.0 ±2.0 － ±2.0 ±2.0 ±2.0 ±2.0 ±2.0   


	小規模企業共済制度の概要
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

